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平成２０年度主要な政策に係るモニタリング調書 

 

政策所管（政策評価担当）部局課室名 情報通信政策局地域通信振興課     

             地方情報化推進室、放送政策課、放送技術課、地上放送課、衛星放送課  

国際放送推進室、地域放送課、高度通信網振興課、電波政策課、移動通信課 

評 価 年 月  平成２０年７月 

 

１ 政策等 

〔政策名〕 

政策１２ ユビキタスネットワーク整備 

〔政策の基本目標〕 

2011 年 7 月を目標として、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタル・ディバ 

イドのないインフラを実現することで、ユビキタス化を推進する。 

〔次回評価実施予定年度〕 

平成２１年度 

 

２ 指標等の進捗状況 

 ○「あらかじめ目標(値)を設定した指標」 

指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

ブロードバン

ド・ゼロ地域の

解消 

ブロー

ドバン

ド・ゼロ

地域の

解消 

22 年度 ブロードバンド・
ゼロ地域の解消状
況の判断の目安と
なるブロードバン
ドサービスエリア
の世帯カバー率
(推計)により本施
策の進行管理を行
うもの。 

 民間事業者に対して電気通信基

盤充実臨時措置法に基づく利子助

成・税制優遇等の支援策を講じる

とともに、相対的に採算性の低い

地域等では、地方公共団体による

整備が多数見られることから、地

方公共団体に対する補助金・交付

金を創設・実施し、支援を行った。

また、平成 18 年 8月に総務省が

公表した「次世代ブロードバンド

戦略 2010」を踏まえ、地域におけ

る整備推進体制を構築の上、サー

ビス提供状況等の情報共有や、

2010 年度までのブロードバンド

基盤整備の数値目標等を都道府県

単位でまとめたロードマップの作

成・更新等の取組が行われている。

 

難視聴解消世

帯数 

300 世帯 19 年度 

（単年度）

民放テレビの難視
聴等の解消状況を
示す難視聴解消世
帯数により本施策
の進行管理をする
ものである。 
 
 

409 世帯

（40％）

202 世帯

（20％） 

164 世帯

（55％）
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指標等 目標値 目標年度 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度

地域公共ネッ

トワークの全

国整備率 

 

100％ 22 年度 地域公共ネットワ

ークの全国整備の

実現への貢献状況

を示す地方公共団

体による整備事業

の実績により本施

策の進行管理をす

るものである。目

標値は、IT 新改革

戦略に基づくもの

である。 

 

71．6％ 71．9％ － 

過疎地域等に

おいて新たに

携帯電話が利

用可能な状態

となった人口

数 

20 万人

（対平

成 17 年

度比） 

20 年度 世界最先端のワイ
ヤレスブロードバ
ンド環境実現を目
指した公平かつ能
率的な電波利用の
促進への貢献の状
況を示す「過疎地
域等において新た
に携帯電話が利用
可能な状態となっ
た人口数」の指標
等の状況により本
施策の進行管理を
するものである。
 

－ 約 12 万 7

千人 

 

約23万7

千人 

 

地上デジタル

テレビジョン

放送受信機の

普及世帯数 

 

全世帯 

5,000 万

世帯 

 

23 年度 「ＩＴ新改革戦
略」(H18.1.19)等
において、2011 年
7 月までに地上デ
ジタルテレビ放送
への全面移行を実
現するとされてい
る。よって、2011
年度までに全世帯
に地上デジタルテ
レビジョン放送受
信機が普及するこ
とを目標とするも
のである。 
 

－ 約 1,400

万世帯 

約 2，200

万世帯 

ケーブルテレ

ビによる地上

デジタル放送

視聴可能世帯

数 

約 2，300

万世帯 

22 年度 国民が広くデジタ
ル放送を享受する
ためには、ケーブ
ルテレビのデジタ
ル化対応が不可欠
であり、その進捗
状況の目標値は、
｢重点計画-2007｣
(H19．7．26)にお
いて、ケーブルテ
レビについては、
2010年までにすべ
てデジタル化され
ることを目指すこ
ととされている。
 

約 1，280

万世帯 

約 1，870

万世帯 
 

約 2，120

万世帯 
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○「参考となる指標その他の参考となる情報」 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

ブロードバン
ドサービスエ
リアの世帯カ
バー率（推計） 

ブロードバンド・ゼロ地

域の解消状況の判断の

目安となるブロードバ

ンドサービスエリアの

世帯カバー率（推計)が

着実に推移しているか。

 

 

93.9％ 

(17 年度末) 

95.2％ 

（18 年度末） 

98.3％ 

(19 年度末) 

（ブロードバ

ンド政策の推

進に関する）調

査研究の結果

の政策への反

映状況 

地域におけるブロード

バンド化を推進するた

めに、ブロードバンド基

盤の整備、利活用の促進

及び人材の育成等に関

する検討が、総合的に行

われ、着実に政策に反映

されているか。 

 

 

地域の情報化を「基盤」「利活用」「人材」の側面か

ら総合的に支援することを目的とした、地域情報化

アドバイザー派遣制度の平成 20 年度以降における

体制強化を目指す、「地域情報化に関する知見・ノ

ウハウ面の支援体制の整備に係る調査研究」等を実

施。 

（放送政策の

推進に関する）

調査研究の結

果の政策への

反映状況 

 

国民視聴者の利便性の

向上や放送の健全な発

達に資するため、デジタ

ル化し、多様化した放送

インフラの高度な利活

用や調査研究の成果が

着実に政策に反映され

ているか。 

 

 

「有線放送による放送の再送信に関する研究会」に

おける検討結果を踏まえ、平 20 年 5 月には「有線

テレビジョン放送事業者による放送事業者等の放

送等の再送信の同意に係る協議手続及び裁定にお

ける「正当な理由」の解釈に関するガイドライン」

を策定。 

 

デジタル中継

局等の整備状

況 

アナログエリアの１０

０％カバーを目的とし

て推進しているデジタ

ル中継局整備が順調に

進捗しているか。 

 

 

６１％ ８５％ ９３％ 

アナログ放送

の終了時期に

関する認知度 

地上デジタルテレビジ

ョン放送の円滑な普及

の前提となる国民にお

ける理解醸成が順調に

進捗しているか。 

 

 

３２．１％ ６０．４％ ６４．７％ 

通信・放送融合

技術開発に係

る助成状況 

 

地上デジタル放送のサ

ービスの多様化等に資

するための、通信・放送

融合技術の開発を行う

者に対する助成金の交

付実績はどうなってい

るか。 

 

 

申請：１７件 

採択：１０件 

申請：１３件 

採択： ８件 

申請：１３件 

採択： ８件 
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３ その他特記事項 

  特になし 

指標等 分析の視点 17 年度 18 年度 19 年度 

我が国のデジ

タル放送方式

の海外普及活

動の状況 

我が国のデジタル放送

方式の海外における採

用を目指した活動が適

切に実施されているか。

  デジタル放送に

関心を寄せいて

いる南米諸国（チ

リ、ベネズエラ、

コロンビア、ペル

ー等）において、

我が国の方式を

既に採用してい

るブラジルと協

力しながらセミ

ナーやデモンス

トレーションを

実施。また、アジ

アではタイやフ

ィリピンに対し

て同様の働きか

けを実施。 

 

国際放送の実

施状況 

 

国際放送等実施命令（平

成 20 年度以降は要請）

における総務大臣の指

定（放送区域、放送事項

その他必要な事項）に沿

って放送が実施されて

いるか。 

 

従来のラジオ国際放送に加え、19 年度からは、テ

レビ国際放送の実施命令を行い、NHK から提出され

る実施概況報告等により、放送区域、放送事項等、

国の指定事項を満たす放送の実施を確認。 

 


